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1　
問題の提起
　
⑴
　
日本の養子法は、一九八七年に制定され、一九八八年一月一日から施行されている特別養子制度とそれ以前か
ら存在する普通養子制度から構成されている。 「特別養子制度は、もっぱら養子となる子の利益を図るための制度で
五二八
あ」り、 「家庭に恵まれない子に温かい家庭を与えて、その健全な育成を図ること」を目的とするものであ
る
）1
（
。他方、
普通養子制度は、一九四七年の改正により家制度に特有の規定が削除され、自己または配偶者の直系卑属を養子とする場合でないときには、未成年者養子縁組の成立には家庭裁判所の許可を要するとした
（民法七九八条。以下では日本
民法の条文を挙示するときには、条数のみを示す）
。しかし、普通養子制度については、制度の目的も家庭裁判所による許
可の基準も法文上明示されていない。また、実際 も「普通養子制度は、子の利益を図 のみではなく、家名、家業の承継人を得 目的等極めて多様な目的のために利用することが可能な制度となっている
」）2
（
。普通養子制度では、成
年者間の養子縁組 可能とされ おり 多様な目的というと聞 え いいが、仮に親子関係の実体が皆無であったとしても、養子縁組に伴って発生する法律効果の一つ は複数の のを取得・利用するため 普通養子縁組も存在するということである。普通養子縁組の場合、実質的親子関係の存在が養親子関係成立のため 法定要件とされていないため、法的親子関係に付随する 律効果の一つもしくは一部のみを取得したいと う普通養子縁組 成立を防ぐことはできない。確かに未成年養子縁組の場合には、原則として家庭裁判所の許可が必要であり この許可制度は、一定の役割を果たしている され
が
）3
（
、自己または配偶者の直系卑属を養子にするときには、この家庭裁判所の許可も
いらない
（七九八条ただし書き）
）4
（
。
未成年者他人普通養子縁組の際には、家庭裁判所の審査があるため、養子制度の濫用ということは発生しないと考
えられるが、そ 他の普通養子縁組、とりわけ成年養子縁組の場合には 例えば同年養子が認められているところからすると、法的親子関係を創設するのが養子縁組であるという前提 立つ そもそも現行制度自体が養子制度の制度的濫用とさえ評することができる
）（
（
。
五二九
契約型養子法の比較法的考察（鈴木）
　
⑵
　
前節で指摘した問題を引き起こすもう一つの要素が、普通養子縁組を婚姻と同様、 「契約類似の合意行為
」）（
（
と
とらえている点である。契約的に養子縁組を構成することから、成年養子については行為能力を有する者同士の合意、養子となる者が一五歳未満のときには、法定代理人による代諾縁組構成がとられている。そして成年養子縁組と自己又は配偶者の直系卑属を養子とする未成年養子縁組には家庭裁判所の許可が不要であるため、純然たる契約構成となっている。これが、養子制度を目的無限定 利用させるもう一つの原因であり、代諾縁組に関しては、子のための縁組ではなくて、代諾者のための縁組が行われる危険性が指摘され 理由である
）（
（
。
　
⑶
　
以上のような日本の養子法に関する問題意識を踏まえて、本稿では、すべての養子縁組を契約である 構成す
るオーストリア法を比較法の対象として、契約的養子法の在り方を比較検討しよう いうものである。
2　
オーストリア養子法の仕組み
オーストリア養子法の基本構造は、民法
（
A
llgem
eines bürgerliches G
esetzbuch 、以下ではＡＢＧＢと略称する）
一九一
条から二〇三条に規定されており、すべての養子縁組を契約として構成する。この点は、日本の普通養子法に類似している。成年養子縁組も未成年養子縁組も、契約である され いる。契約構成をとりつつ 児童福祉型 縁組はどのように確保されているのだろうか。契約型養子法によって、福祉型養子縁組はどのように実現されているのだろうか。
本稿でオーストリア養子法を見る最も大きな意義はこの疑問を解明するところにある。ここでは、養子縁組が成立
五三〇
するプロセスに沿って、養子制度がどのような仕組みで構築されているのかをみることとする。養子縁組成立過程でかかわってくる法律は、ＡＢＧＢ、非訟事件手続法、児童および青少年援助法である。
なお、ＡＢＧＢでは、未成年養子と並んで成年養子も認められている。ＡＢＧＢにおける法的な構造は両者とも基
本的には同じである
（契約と裁判所の承認）
。
（
1）　
養子縁組の成立要件
⒜
　
養子縁組契約の存在
養子縁組は当事者間
（養親となる者と養子となる者）
の契約である。この契約を裁判所が承認することが必要である
（ＡＢＧＢ一九二条一項）
。
養子縁組契約は、養親となる者と養子となる者が文書により締結するものでなくてはならない。そして、裁判所の
承認により、養子縁組は、契約上の意思の合致の時点に遡って、効力が発生するのである。このため、養子縁組契約文書に契約締結日を記載することが、養子縁組契約が有効なものとなる要件となる
）（
（
。
養子縁組を契約であるとする法律構成は、一九世紀型養子法の構造を現在もなお基本にすえたものと位置づけるこ
とができる。契約構成の一つの帰結として、養子縁組契約も私的自治に委ねられるという発想 ある。この結果、養子縁組契約は裁判所の承認を得なければならないが、承認にあたって、裁判所はこの契約の内容を改変す とはできないとされ
る
）（
（
。これは、裁判所が、養子縁組契約を承認するのに適合するように養子縁組契約の内容に介入するこ
とはできない いうことで、養子縁組当事者に広範な縁組契約の内容決定の自由が与えられているわけではない。法
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律構成が契約構成をとっているだけであり、当事者が選択できる自由の内容は、相手方選択といつ養子縁組を行うかを決定すること、それに加え 養子が行為能力を有する場合には、合意による縁組解消の自由がある程度である
）（（
（
。
契約構成であることは、養子が行為能力をもたないときには、法定代理人が養子縁組契約を締結することに帰結す
る。父母それぞれは、単独で代理権をもつ
が
）（（
（
、ＡＢＧＢ一六七条二項は、単独で代理権を行使しようとする父母の一
方が、もう一人の法定代理人の同意 得なければならない事項を列挙してい
る
）（（
（
。そこでは、他人への養育委託が挙示
されてい のに対して、養子縁組は挙示されていない。財産事項に含まれず、かつＡＢＧＢ一六七条二項に挙示されていない行為は、単独代理権の対象 な
る
）（（
（
。そうすると、ＡＢＧＢの法定代理構成では、父母双方が異なる判断を下
すことに るとして 、父母各々が単独代理権を有することに
る
）（（
（
。養子縁組を当事者の契約であるという構成を貫
くと以上のようになる。しかし、これで 未成年の子の養子縁組 ついて父母の意見が異なるとき、はなはだ不都合な結果になる ではないかとい 疑問がわいてくる。この点につ ての考慮は、ＡＢＧＢでは 養子縁組の裁判所による承認という制度 委ねられ る。父母の一方が養子となる者の法定代理人でないときも含め 、 父母の同意は、裁判所の養子縁組の承認のための実体法上の要件とさ ている
（ＡＢＧＢ一九五条一項一号）
ので、法定代理人である
父母の一方 単独の判断だけ 養子縁組契約が成立することは いこと なる
）（（
（
。
⒝
　
裁判所の承認
ＡＢＧＢ一九四条一項は、未成年者の養子縁組は、その養子縁組を行うことが、子の福祉に資し、実親子関係にふ
さわしい関係が存在するか、そのような関係が確立 ようとしているかについて、裁判所の審査をうけ くてはら
五三二
ないとしている。裁判所の審査では、上記のような親子関係確立の意図があるだけで、実際の実現可能性が不確かであるとか、と も実現しそうにもないと思われるときには、承認されない。とりわけ、養子となる子が外国籍であるとき、当該国からのオーストリアへの入国が見極められないことがあるためとの指摘が存在する
）（（
（
。
実親子関係にふさわしい養親子関係の確立を念頭に置いているので、裁判所の承認は、子の福祉にかなうものでな
ければならないとされている。 子の福祉については、 ＡＢＧＢ一三八条 規定する。 重要な条文なので以下に訳出する。一三八条
未成年の子に関するすべての事項、特に親の配慮および人的交流について、子の福祉
（
K
indesw
ohl ）
が、指導的視
点として顧慮さ 、かつ可能な限り保障されなくてはならな 。子の福祉の判定に際しての重要な基準は、とりわけ以下のものである。
⒈
　
子の適切な面倒見、とりわけ子に栄養ある食事を与えること、医学的および衛生的な世話や住居を確保するこ
と、ならびにきちんとした教育の付与、
⒉
　
子の身体的および心的な世話、安全および保護、
⒊
　
父母による子の価値の評価および受容、
⒋
　
子の資質、能力、好みおよび発達可能性の促進、
⒌
　
意見形成についての 理解力および能力に応じた の意見の顧慮、
⒍
　
子がその意思 反する措置にさらされ、かつその措置の断行により子が被ることになるかもしれない損害の回
避、
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⒎
　
不当な干渉または暴力そのものを被る、もしくは重要な関係人に対する不当な干渉または暴力の現場に居合わ
せて体験する子の危険の回避、
⒏
　
違法に連れ去られ、 抑留され、もしくはその他損害を被る子にとっての危険の回避、
⒐
　
父母双方および重要な関係人との子の信頼 おけ 交流、ならびにこれらの者と 子の安定した結びつき、
⒑
　
子の忠誠心葛藤および罪悪感の回避、
⒒
　
子の権利、請求権 利益の確保、ならびに、
⓬
．
子、そ 父母およびその他まわり 人々の生活環境。
ＡＢＧＢ一三八条に子の福祉とは何かを判定するための基準として列挙されているものは、養子縁組を念頭に置い
たものではもちろんないが、何が子の利益と考えられているのかを具体的に示したもので、養子縁組の承認に際しても基準となるものである
）（（
（
。とりわけ、養子縁組によって、養子となる子の身体的、知的および心的発達が促進されて、
新しい家庭で 感情的な近しさと継続性 もたらされるということが保証されなくてはならないという
）（（
（
。
なお、ＡＢＧＢ一九四条二項は、養親となる者の実子の利益、とりわけ、扶養 教育についての実子の利益と対立
するときには、養子縁組は承認されてはならないとする
）（（
（
。
なお、養子縁組を承認する裁判所は、区裁判所家事事件担当部である。しばしば
P
flegeschaftgericht
と記されるも
のである。これを例えば、保護裁判所 ように直訳するだけでは、オーストリアの裁判所システムを正確に把握したとは言い難い
五三四
（
2）　
養子縁組の成立過程─養子縁組斡旋を中心として
ＡＢＧＢには、実体法上の養子縁組の要件と効果が規定されている。オーストリア法においては、裁判所が行う養
子縁組承認のための審査手続
（これは実体法を実際に運用、現実化していくという点で実際にはきわめて重要である）
は、非
訟事件手続法に規定されている。また、未成年養子縁組を行おうとしたとき、具体的にはどこに行って何をしたらいいのかについては、養子縁組斡旋 を定める児童および青少年援助法が規定している。
2（
1）で見たＡＢＧＢが
定める養子縁組の基本的要件
（本稿では、そのきわめて基本的なことしか論述していな が）
を前提にして、本節では、実
際に養子縁組を希望したとき、希望者は具体的には 何をどうしたらいいかのを示すことにす これは養子縁組の成立過程をみ ことであるが、同時に養子縁組の斡旋についてみることにもなる。
本来ＡＢＧＢで養子縁組の要件として規定されていることの一部も、論述のわかりやすさを重視して、本節で示す
こととする。
⒜
　
誰が養子をすることができるのか
（養親となるのは誰か）
？
ＡＢＧＢは、単独養子、すなわち 親となる者が一人である養子縁組を原則としている。養親 なろうとする者が
婚姻しているときには、夫婦は共同でのみ養子をすることができると定めている
（一九一条二項）
。
養親は満二五歳に達していなければならない
（ＡＢＧＢ一九三条一項）
。問題は、養親子間の年齢差である。ＡＢＧ
Ｂ一九三条二項は、養親は養子よりも少なくとも一六歳年長でなければならないと規定す が、二〇一四年一二月
五三五
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一一日の憲法裁判所の判決
（
V
fG
H
 G
1（/2014
─
14 ）
は、 この規定を違憲とし、 二〇一五年末までに改正することを命じた。
一定の個別事例で、本条項が規定する養親子間の最低年齢差を下回る可能性について定めていないのは、子の福祉への顧慮が足りないというのがその理由である。
⒝
　
養子縁組斡旋および養親教育
ＡＢＧＢの要件に合致する養親希望者は、養親としての適性があるかどうかの審査を受けなくてはならない。この
適性審査やその前後に行われる養親講座等については、具体的には連邦法である児童および青少年援助法に基づき、各州法が定めている。本稿では、基本的な流れを説明するにとどめるので、九つの州の個別法の内容を紹介することはしない。
養親としての適性審査を行うのは、公的な児童福祉機関、例えばウィーン市
（ウィーン市は市ではあるが、他の諸州と
同じ独立した州としての位置づけである）
の場合、児童および青少年福祉を担当する
M
agistrat11 （
M
A
G
11 ）
が管轄する。
少年局は、この
M
A
G
11
に属する。いずれにせよ公的な児童福祉機関のソーシャルワーカーが適性審査を実施する。
養子縁組の斡旋ということについて注意しなくてはならない点が二つある。第一点は、 養子縁組の斡旋は公的機関
（少年局）
に集約されていて、 民間機関による斡旋は認められていない点である。
直接的には刑法がそれを規定する。
五三六
刑法一九四条⑴
　
次の者は二年以下の自由刑に処す。
⒈
　［養子縁組の］同意権を有する者が、自己または第三者のための利益供与とひきかえに、他人による未成年者の養子縁組に同意するように取り計らった者、または、
⒉
　
そうでなくても、子の保護および国際養子縁組の領域での協力に関するハーグ条約に反して、斡旋者として、
未成年者 ついて同意権を有する者の同意を得るように取り計らった者。
⑵
　
行為者が、 自己または第三 に財産的利益をもた す為に［斡旋］行為を行うときには、 三年以下の自由刑に処す。
⑶
　
養子縁組を斡旋される養親および養子は、関係人
（刑法一二条）
として処罰されない。
第二点は、児童および青少年援助法三一条二項は、養親としての適性判断と養子縁組の斡旋は、公的機関のみが行
うこととし、助言、支援サービス、教育については、民間団体による提供を認めているという点である。実際には、養子縁組の斡旋の分野では、民間団体に例えば養子縁組のための入門講座の開設や養親教育を委託している。
二〇一三年に改正された の立法理由によると、次のような整理がなされている。す
なわち、本法が対象 する養子縁組に関する、児童福祉機関の任務とは、①養子縁組成立の際の実父母への助言および支援、②養親希望者への助言、かれらの養子縁組への準備教育、養親希望者の 親としての適性判断、③国内養子縁組の場合の養子縁組の斡旋
（将来の養親の選定）
であるという。このうち、公的な福祉機関
（少年局）
によってのみ
行われる が、養親として 適性判断と 斡旋である。
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ア
　
教育：民間団体に委ねられる部分
州によって名称は異なるが、 「養子縁組のための入門講座」を養親希望者は受講することになる。例えばオーバー
エスターライヒ州の場合、民間の児童および青少年福祉団体
planB
により四単位と認定される講演が一日行われる。
二〇一五年初めの時点でこの入門講座には一一〇ユーロの受講料が設定されている。
イで述べる養親としての適性審査で適性ありと判定されると、同じく
planB
による「養子縁組のための専門講座」
を受講することになる。この講座はもちろん毎日開催されるわけではない 、全体として三カ月以上に及ぶものである。一日セミナーが二回、週末 セミナーが二回で総計三七単位分の講座である。このセミナー受講費が二八〇ユーロである。イ
　
適性審査
「養子縁組のための入門講座」を終了すると、受講の際に記入した養親希望者のアンケートが管轄の少年局のソーシャルワーカーに引き継がれる。さら 、養親希望者は、子どもを養育、教育できる状態にあるという医師による証明書および警察の無犯罪証明書を提出することになる。適性審査は少年局のソーシャルワーカーによって行われる。養親希望者は、何回かの対話のためにソーシャルワー
カーの下を訪問し、少なくも一回はソーシャルワーカー よ 家庭訪問が行われる。オーバーエスターライヒ州の場合は、心理学者との対話も実施される。こうした対話は、数週間の間隔をおいて行われ、審査期間は少なくとも四から六週間かかる。時間的間隔を置 というのは、その間に養親候補者は、自分を見つめなおしたり、夫婦で話し合ったりするために必要なこ である。
五三八
養子に出される子のために、適任の親を探し出すのが公的な児童および青少年援助の任務であるとされている。養
子縁組の斡旋にとって決定的なのは、子と養親候補者との「馬が合う」ことであるという。斡旋のための基準は、子のニーズである。子のニーズとは、例えば、子は特別な支援を必要としているの 、それぞれ異なる支援の必要性ということである。原則として、養親子間 年齢差が四五歳を超えないように留意されてい
）（（
（
。
公的機関である少年局が行う養子縁組の斡旋とは、適性審査とそれに基づいて、どの子に具体的にど 養親を選ぶ
かという作業を指していることがわかる。
養子縁組斡旋については経費の支払いは発生しない。ただし、各種証明書発行費用や国際養子縁組の場合の翻訳料
は養親希望者の負担となる。また、裁判所での裁判手数料は七八ユーロである。
⒞
　
養子縁組の種別
ＡＢＧＢの条文からわかる養子縁組の種別は未成年養子縁組
（行為能力をもたない者の養子縁組）
と成年養子縁組
（行
為能力ある者の養子縁組）
である。しかし、 児童福祉実務では、 ①開かれた養子縁組
（
O
ffene A
doption 、 オープンアドプショ
ン）
、②半分開かれた養子縁組
（
H
alboffene A
doption ）、③匿名養子縁組
（
Inkognitoadoption ）
が用いられている。
①開かれた養子縁組実父母が養父母の氏名および住所を知っているタイプ 養子縁組。事情によっては、養子縁組後も連絡 とること
ができる。
②半分開かれた養子縁組
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実父母が、養父母を個人的に知る可能性をもつタイプの養子縁組。実父母は、養父母の氏名も住所も知らないが、
児童および青少年福祉援助の仲介で、写真または手紙を交換することができる。
③匿名養子縁組実父母が、 父母の氏名が公表されること、つまり養父母を知ることを放棄するタイプの養子縁組。実父母は養父
母を知ることはなく、裁判記録の閲覧もできない養子縁組。
これら三つのタイプの養子縁組のうち、法律に根拠規定があるのは、匿名養子縁組のみである。非訟事件手続法
八八条が匿名養子縁組について定める。
（
3）　
どのような子が養子になるのか─匿名出産とベビークラッペ
二〇一四年秋に公表された、連邦家族・青少年省による二〇一三年の児童福祉報告によると、次のような統計数値
が出ている。
国内養子縁組の斡旋数
（ （
　
）内は、その内の匿名養子縁組の件数）
は、オーストリア全体で九一件
（三七件）
、内訳は
ウィーン市三二件
（
 九件）
、ニーダーエスターライヒ州八件
（七件）
、ブルゲンランド州三件
（二件）
、シュタイアーマ
ルク州一三件
（二件）
、オーバーエスターライヒ州一五件
（六件）
、ザルツブルク州二件
（二件）
、チロル州五件
（〇件）
、
フォアアルルベルク州
（二件）
、ケルンテン州一一件
（七件）
である。国内養子縁組全体の三分の一の養子縁組が
ウィーン市に集中しているのがわかる。また、地域的に利用率にばらつきはあるが、全体では三分の一強が匿名養子縁組である。
五四〇
オーストリアは、母の匿名性を認める匿名出産とベビークラッペの両方を制度上公認してい
る
）（（
（
。その匿名出産数
（ （
　
）内はその内、匿名性を取り消した件数）
は、オーストリア全体で四六件
（七件）
、ウィーン市一九件
（三件）
、ニー
ダーエスターライヒ州五件
（一件）
、ブルゲンランド州三件
（一件）
、シュタイアーマルク州五件
（〇件）
、オーバーエ
スターライヒ州四件
（一件）
、ザルツブルク州四件
（一件）
、チロル州三件
（〇件）
、フォアアルルベルク州〇件
（〇件）
、
ケルンテン州三件
（〇件）
である。ベビークラッベの利用は、ウィーン市で一件あるのみである。匿名出産とベビー
クラッペの両者を合わせると、国内養子縁組の半数以上を占めている。匿名出産で出産した女性が匿名性を取消した七件の子が実親養育、里親委託、施設委託、養子縁組のいずれになったのかわからないが、この七件 すべて養子縁組には至らなかったとしても、単純にいうと
（つまり、前年からの持越しや翌年への持越し事例がなく、すべて同一年内に処
遇が決まったと仮定した時）
九一件の国内養子のうち、四〇件が匿名出産とベビークラッペによる子だったということ
になる
（四三・九六％）
。それ以外の子は、実親
（実父母または実父母の一方、多くは実母）
が、子を養子に出すことにする
タイプの養子縁組であるというこ ができる。また 養子縁組とは話題が少しずれるが、匿名出産とベビークラッペの双方が公認されている場合、どちらの利用者が多くなるのかを示す結果が出ているということができる。
ウィーン市の二〇〇九年の統
計
）（（
（
によると、二〇〇九年にウィーン市では二九名の乳児が養子として託置された。
そのうち一二名が匿名出産で生まれた子であり、二名がベビークラッペに預けられた子である。およそ半分の子（四八・二八％）
が、匿名出産とベビークラッペの対象児童であった。その他の一五名が、実母または実父母が養子に
出すことを決めた子であった。
養子となる児童のおよそ半数近くは、圧倒的多数の匿名出産で生まれた子と少数のベビークラッペに預けられた子
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によって占められているという傾向があるといってよい。
匿名出産やベビークラッペに預けられた子の場合、青少年援助機関
（少年局）
に親の配慮が委ねられる
（ＡＢＧＢ
二〇七条）
。棄子の場合の手続である。そしてこの機関が法定代理人として養子縁組契約を締結することになる。父
母の同意なし 養子縁組を申し立てることができるのは、父母の居所が六カ月以上わからないときである
（ＡＢＧＢ
一九五条二項）
。この場合には、養子縁組の承認手続でどこの誰であるかわからない父母の同意は不要となる。
（
4）　
養子縁組の同意撤回時期と の出自を知る権利
実母もしくは実父母が子を養子に出すタイプの養子縁組の場合、同意表明は 法廷で行われなければならない
（非
訟事件手続法八六条一項）
。養子縁組の同意表明の撤回は、第一審の決定までの間、文書もしくは法廷で行うことがで
きる
（非訟事件手続法八七条一項）
。養子縁組の承認手続が裁判所にすでに係属しているときには、同意表明の撤回は裁
判所に申し立てなければならないが、養子縁組斡旋を行った官署で同意表明をしているときには、その官署への同意の撤回を行うことができる。その場合は 当該官署は、裁判所に遅滞なく同意の撤回を転送することになる
（非訟事
件手続法八七条二項）
。
また、養子縁組に関する記録文書は、法的に有効な養子縁組の同意から五〇年以上保管しなければならな
い
）（（
（
。養子
が一四歳未満 ときには、親の配慮を委ねられた者
（養親）
の情報請求権は、特に重大な理由
（例えば遺伝病や骨髄提
供の場合）
がなければ認められない。養子となった子本人は、満一四歳に達すると、自己の情報請求権をもつに至る。
五四二
3　
契約型養子法としてのＡＢＧＢ養子法の特色と日本民法普通養子法改革への視座
⑴
　
ＡＢＧＢも日本民法も養子縁組を契約として構成している。しかし、 その内容はだいぶ異なる。ＡＢＧＢでは、
養子縁組の基礎に養親と養子との文書による契約を置きながらも、養子制度の濫用と目される事態を厳格に阻止している。そのため、契約といいながらも、当事者の自由に委ねられるのは、縁組相手の選定と縁組時期だけであるとも評され こ 評も成年養子縁組については てはまるかもしれ いが、未成年養子縁組についていうと、公的機関による斡旋が前置されており、また養親となることができ 資格認定のため 養親教育も受けなくてはならない。さらに、成年養子縁組も未成年養子縁組も、裁判所 承認を得なければなら 。承認される養子縁組は完全養子 しての法律効果をもつ。基本的な構 を契約とするか、契約ではなく裁判所が決定す 制度とす かと、養子縁組を完全養子とするか不完全養子とするかとは関係な いえる。別のいい方をすれば、 養子縁組を契約として構成しても、完全養子制度を採用す ことは可能であるというこ である。ＡＢＧＢ 、子の福祉を確保・推進する未成年養子縁組だけではなく、成年養子縁組にも実の親子関係というのにふさわしい関係の立証を求め 五年間の家庭生活を送ったという事実の存在か家庭に匹敵する親密な共同生活 送ったと うことを成立要件として求めている。一方で、親となる者の実子 重大な利益侵害になってもいけ い を要件にする
（一九四条二項）
。
ＡＢＧＢは養子縁組を完全養子だとすることから、法定代理人の代諾のほかに裁判所が縁組を成立させるために縁
組への同意を得なければなら い者が示されてい
（一九五条一項）
。多くの場合、法定代理人には実父母
（の一方）
が
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なることが多いだろうが、そうでないときもある。配慮権者でない、つまり法定代理人にはなれない実父母にも縁組同意権は付与されている。養子縁組が完全養子で、養子縁組が成立すると、民法
（ＡＢＧＢ）
上は、養子となった子
との面会交流権、情報請求権もなくなるので、この同意権の存在は重要である。離婚後、子を自己の膝下で養育していない親の一方にとっては、元配偶者が再婚して連れ 養子をしようとするときに その養子縁組に同意すると うことは子 接触を法的に断たれることを意味する。このような制度の下で連れ子養子に同意を与える非監護親はきわめてまれである。
他方で、福祉法上は、開かれた養子縁組、半分開かれた養子縁組が提供されている。ここまでは 契約型養子法であっても児童福祉型養子法を構築していくということは可能であるという視点から、
ＡＢＧＢの養子法の特色を列挙した。しかし、ＡＢＧＢの 法には、必ずしも児童福祉型養子法 いう視点だけでは理解しにくい要素も存在して
ＡＢＧＢの養子縁組は完全養子と評したが、実は財産法的性格をもつ扶養法および相続法上の関係は養親子関係に
劣後するとはいえ残存する。
養子縁組の撤回
（ＡＢＧＢ二〇〇条。日本法の無効に当たる）
と取消し
（ＡＢＧＢ二〇一条。日本法の取消しに当たる）
は、
日本法の制度構成 類似点が多 。撤回とは裁判所が養子縁組の承認を撤回する のであ 。当事者 縁組意思の存在が疑われる場合
（ＡＢＧＢ二〇〇条一項一号、二号）
と養子縁組という制度の目的に反する場合
（三号、四号）
と、両
者の性格をあわせもつといえる縁組契約が文書で作成されておらず、かつ裁判所によ 縁組承認のときから五年経過していないとき
（五号）
である。二〇〇条二項および三項は善意者保護規定である。
五四四
取消しは、縁組意思の表明にあたって、欺罔行為や強迫があったとき
（ＡＢＧＢ二〇一条一項一号）
や行為能力をも
たない子の福祉が著しく危うくされるとき
（二号）
等に裁判所は取消すことができると規定する。同条四号は日本法
の協議離縁のような規定となっている。ただし、判例によると親子関係の中断というような障害や親子関係がうまくいかないという程度では取消 の対象にならないとい
う
）（（
（
。福祉機関は、親子関係が破綻するようなケースでは、児童
および青少年福祉法で規定されている教育援助によって支援するという
）（（
（
。
⑵
　
日本の養子法は、特別養子制度の導入をめぐる議論が盛んになる頃から、児童福祉型の養子制度の構築をめぐ
る議論が盛んになり、相対的に普通養子制度をめぐる議論が
（未成年養子についても成年養子についても）
低調であった
という印象を免れない。すでに本稿 冒頭で言及したように、実は普通養子制度はほとんど改革されな ままで今に至って といえる。成年養子縁組や親族養子、とりわけ七九八条ただし書きをめぐる養子制度の濫用問題、連れ子養子問題に典型的に現れる実父母等の縁組同意問題 養子縁組の法律効果を嫡出身分の取得としている法律構成の問題等、様々な問題が積み残さ て る。
これらの問題を考えるとき、普通養子制度の現在の利用状況が多いので、養子制度の目的、制度設計は現状のまま
でいくしかないというわけには かない。あ いは、普通養子制度の件数が非常 多いので、これに何らかの規制を加えることは、例えば、現在の家庭裁判所の体制・能力・実情からする 無理だと う意見も存在するかもしれない。これは、普通養子制度を無目的なものとしてい ゆえに生じる実態を前堤にしての話である。制度の目的を明確に規定すれば、その目的にしたがって設定される要件に合致した養子縁組しか行われなくな のであ 現在 届出のみで済む普通養子縁組の件数が多 ことは、制度改革を行わ ことの理由にはま た ない。
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契約型養子法という点で日本の普通養子制度と同じ構成をとっているオーストリアの養子縁組関連制度をここに紹
介したのは、契約型養子法であっても、十分に制度目的を限定して、養子縁組の濫用を防止し、場合によっては児童福祉型養子法への組み替えさえ きるということの一例を示すためであった。
（
1）細川清『改正養子法の解説─昭和六二年民法等一部改正法の解説─』法曹会、一九九三年、三四頁。
（
2）細川・前掲 （注
1） 三四頁。多様な目的のために利用される普通養子制度は、無目的な制度とも評されている（中川善之助・
山畠正男編集『新版注釈民法（
24）　
親族（
4）
§§
（（2〜
（1（の
11』有斐閣、一九九四年、一〇六頁（山畠） 。
（
3）前掲『新版注釈民法
24） 』 （注
2） 、一三六頁（山畠）は、普通未成年養子縁組についての家庭裁判所の許可基準は、 「監
護養育の実質がなくとも未成年者に不利益でなければ許可してよいとする消極的福祉説」 に立脚しているが、 この基準でも 「未成年者 子 許可制度の目的を充分に果たしている」とする。
（
4）普通養子制度の下で行いうる様々なタイプ 養子縁組類型については、前掲『新版注釈民法（
24） 』 （注
2） 、一五九頁（中
川高男） 。
（
（）養子縁組の無効を規定する八〇二条は、婚姻無効を規定する七四二条と同内容の規定となっている。そして 通説は、婚姻と同様、養親子関係についても、 「当事者間に、真に親子としての関係を結ぶ意思（養子縁組の意思）がなければならない」と説く（高橋朋子・床谷文雄・棚村政行『民法
（親族・相続
　
第
4版』有斐閣、二〇一四年、一五九頁） 。
（
（）中川善之助『親族法下巻』青林書院、一九六〇年 四〇五頁。そこでは、家族制度的（ここでは家制度的という意味であると考えられる。筆者注）養子であったとしても、 「養親と養子の合意によって成立するものといってしまってよいかどうか、疑なきをえない」 いう。幼児が（普通）養子になるときに、養子縁組を契約 、代諾縁組構成をとることに強い疑義を提起している。
（
（）養子縁組の代諾の法的性質については、種々議論されてきたところである。その要約 ついては、例えば、拙著『親子福祉法 比較法 研究Ⅰ─養子 研究─』中央大学出版部、二〇一四年、六頁参照。
（
（）養子縁組契約のひな形は次のようなものである。
五四六
（
（）
B
eck, S., K
indschaftsrecht, 2. A
ufl., 2013 ,W
ien, M
anz, S. 1（（, A
nm
. 243.
　　　
養子縁組契約
　
次の両名の間で締結された。⒈
　
養子未成年者氏名、生年月日、オーストリア国籍保持者、住所、配慮権者母氏名、生年月日、住所により代
理および
⒉
　
養父氏名、生年月日、オーストリア国籍保持者、住所。
　　　　
Ⅰ．
養父は養子（氏名）を養子とする。母（氏名）は、子の配慮権者として、養父のこの意思表明を受諾し、かつ養子縁組に同意する。　　　　
Ⅱ
．
養父および養子は、これをもって養親 関係から生まれるすべての権利と義務を有する。　　　　
Ⅲ
．
養子は、本契約の発効日からＮ（養父の氏・筆者注）という氏を称 る。　　　　
Ⅳ．
本契約は、家事事件担当裁判所の承認を条件とし 、本契約締結日に発効する。　
場所、日付
養父署名
　　　　　　　　　　　
子の母署名
　　　　　　　　　　　
子署名
　　　　　　　　 　　 　　　 　
（一〇歳以上のとき）
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（
10）
Schw
im
ann, M
., D
as österreichische A
doptionsrecht nach seiner R
eform
, F
am
R
Z
 1（（3, S. 34（. 
（
11）ＡＢＧＢ一六七条一項：父母双方に配慮が委ねられているとき、父母おのおのは、単独で子を代理する権利と義務をもつ。配慮権を有する父母の一方の代理行為は、父母の他方がそれに同意しない時でも、法的効力をもつ。
（
12）ＡＢＧＢ一六七条二項
: 名または氏の変更、教会または宗教団体への加入、およびこれらのものからの脱退、他人による
養育への委託、国籍の取得または国籍からの離脱、見習い契約、専門教育契約または雇用契約の期限前の解約、婚外の子の父性の承認に関する父母 一方 代理行為および同意は、それが法的効力をもつために 、他方の配慮を委ねられている父母の同意を要する。前文は、意思表示の受領および郵便物の受領には適用されない。
（
13）
K
letečka/Schauer, A
B
G
B
-O
N
1. 02, M
A
N
Z
 O
nline （
w
w
w
.rdb.at ）,
§1（（. Ⅱ.R
z.4 （
F
ischer-C
zerm
ak ）.
（
14）親の配慮同様、子の代理も親の義務であって単なる権利ではないということが大前提 なっている。しかし 父母双方が対内的に合意しているとしても、 それぞれが単独 権をもつという構成には変わりはないとされる。配慮権をもつ（したがって法定代理権をもつ）父母が 相反 意思表示をしたときに どうなるか。撤回でき 意思表示の場合には、最初の意思表示が、撤回できる意思表示の場合には、後からなされ 意思表示が有効とされる。第三者に同時 相反する意思表示が到達したときには、両者が無効となる。
K
letečka/Schauer, A
B
G
B
-O
N
1. 02（
F
n. 13 ）,
§1（（.
Ⅱ. R
z. 3 （
F
ischer-C
zerm
ak ）.
（
1（）
K
letečka/Schauer, A
B
G
B
-O
N
1. 02（
F
n. 13 ）,
§1（2.
Ⅱ. R
z. （ （
D
eixler-H
übner ）.
（
1（）
K
letečka/Schauer, A
B
G
B
-O
N
1. 02（
F
n. 13 ）,
§1（4.
Ⅰ. R
z. 1 （
D
eixler-H
übner ）.
（
1（）連邦法務省の家族法立法担当者である
D
r. B
arth
によると、二〇一三年の親子法および氏名法変更法による改正で、子の
福祉とは何かについて細かく具体的基準を列挙したこ により、裁判実務で 、判断基準として 手が りが明確に って、裁判官の間では概ね好評を得ているとのこと あ 。
（
1（）
K
letečka/Schauer, A
B
G
B
-O
N
1. 02（
F
n. 13 ）,
§1（4.
Ⅰ. R
z. 1 （
D
eixler-H
übner ）.
（
1（）拙著 （注
（） 一六頁。
K
letečka/Schauer, A
B
G
B
-O
N
1. 02（
F
n. 13 ）,
§1（4.
Ⅲ. A
nm
. （f. （
D
eixler-H
übner ）.
（
20）最大年齢差四五歳とともに最少年齢差は一六歳が適切であると、二〇一三年の児童および青少年援助法の立法理由に記されているが、最少年齢については本文中に述べたように、二〇一四年一二月一四日の憲法裁判所判決によって、このことを定める民法一九三条二項について違憲判決 下され いる。
五四八
（
21）
E
rlass vom
 2（. Juli 2001 über B
abynest und anonym
e G
eburt. この政令については、阪本恭子訳「オーストリアにおける
捨て子ボックスと匿名出産に関する二〇〇一年七月二七日の法令」医療・生命と倫理・社会五巻一・二号（二〇〇六年）三八頁がある。本政令について、法務省の家族法立法担当官の
D
r. B
arth
によると、 「オーストリアでは、子の出自を知る権利
よりも、生きて生まれてくる権利を尊重した」のだという。なお、二〇一四年五月一日から施行されたドイツの秘密出産法について、拙稿「ドイツの秘密出産法─親子関係における匿名性の問題・再論」法学新報一二一巻七・八号（二〇一四年）一六三頁参照。
（
22）
R
eferat für A
doptiv- und P
flegekinder, A
rbeitsbericht 200（, S. 1（.
（
23）ウィーン市
M
A
G
11, A
m
t für Jugend und F
am
ilie Servicestelle
のソーシャルワーカー
P
etra M
andl 氏へのインタビュー
によると、ウィーン市では、養 に関する記録文書は青少年局で永久保管されるとのことである。
（
24）
K
letečka/Schauer, A
B
G
B
-O
N
1. 02（
F
n. 13 ）,
§200, R
z. 14 （
D
eixler-H
übner ）.
（
2（）
M
andl 氏へのインタビュー（注
23） 。なお、ドイツの実務状況については、ウルリケ・ヘルピッヒ・ベーレンス、レギー
ナ・ヴェルナー、 （邦訳、鈴木博人・阿部純一・石原達也） 「少年局の養子縁組斡旋実務に関するインタビュー─ベルリン少年局での聞き取り調査」比較法雑誌四 巻四号、二〇一五年、二九五頁参照。
［参照資料］オーストリア養子縁組関連法ＡＢＧＢ第七節
　
養子縁組
第一九一条
⑴
　
行為能力ある者は養子をすることができる。養子縁組によって養親子関係が創設される。
⑵
　
養親となる者が相互に婚姻している きにかぎり、 ［養父母となる者が］同時に、 ［すでに養父母の一方との］養親子関係
が存在しているときには、そのあと［養父母の他方との］複数の者による養子縁組が許され 。夫婦は、原則として共同でのみ養子をすることができる。例外が許されるのは、他方配偶者の実子が養子にされるとき、夫婦の一方が行為能力または年齢についての法定の要件を満たしていない で養子をす ことができないとき 夫婦の一方の居所が少なくとも一年間不
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明であるとき、夫婦が少なくとも三年間婚姻生活を行っていなかったとき、またはそれと類似かつ特に重大な理由が夫婦の一方のみによる養子を正当化するときである。
⑶
　
裁判所の指示により養子とされる子の財産監護を委ねられる者は、この義務を免じられない間は、この子を養子にするこ
とはできない。この者は あらかじめ管理の計算を行い、かつ委託された財産の保持を証明していなくてはならない。
形式
；効力の発生
第一九二条
⑴
　
養子縁組は、養親となる者と養子との文書によ 契約および契約当事者の申立てに基づく裁判所の承認（
B
ew
illigung ）に
よって成立する。養子縁組は、裁判所の承認を得ると契約 意思の合致の時点をもって効力を生じる。養親となる者がこの時点以後に死亡しても、養親となる者の死亡は、裁判所の承認を妨げない。
⑵
　
行為能力なき養子は、 その法定代理人によって契約を締結し、 法定代理人は、 こ 点について裁判所の許可（
G
enehm
igung ）
を要しない。法定代理人がその同意を拒絶す その拒絶に正当な理由が ときには、裁判所は、養親となる者または養子の申立てに基づいて同意を補充しなくてはならない。
年齢
第一九三条
⑴
　
養親は満二五歳に達していなくてはならない。
⑵
　
養父および養母は、少なくとも養子より一六歳年長で くてはならない。
承認（
B
ew
illigung ）
第一九四条
　
承認（
B
ew
illigung ）
⑴
　
行為能力のない子の養子縁組は、それが、その子の福祉に役立ち、かつ、実親子関係にふさわ い関係が存在する、また
は確立されるべきときには承認されなくてはならない。養子が行為能力をもつときには、養子縁組は、申立人が、すでに親密な、実親子関係にふさわしい関係が存在することを立証するとき、とりわけ養子と養親となる者が五年間家庭生活を送ったか、または互いに家庭に匹敵する親密な共同体で助け合ったときに み承認されなくては らない。
⑵
　
承認は、第一項の要件が存在しないときのほか 養親 なる者の実子の重大な利害に反する、とりわけ実子の扶養または
五五〇
教育が危険にさらされかねないときには拒否されなければならない。そのほかに、養親となる者がもっぱらあるいは主として実子に損害を与えようという意図で行動する以外に、経済的な利害関係が顧慮されてはならない。
第一九五条
⑴
　
承認は、次に挙げる者が養子縁組に同意する（
zustim
m
en ）ときにのみ、与えられることが許される。
　
⒈
　
未成年の子の父母、
　
⒉
　
養親となる者の配偶者または登録されたパートナー、
　
⒊
　
養子の配偶者または登録され パートナー、
　
⒋
　
一四歳以上の養子。
⑵
　
第一項の同意権が消滅するのは、同意権者 の法定代理人として養子縁組契約を締結したとき、同意権者が、理解で
きる意思表示（
Ä
uß
erung ）をできないとき、または第一項第一号から第三号に挙げられている者のうちの一人の居所が少
なくとも六カ月間不明のときである。
⑶
　
裁判所は、同意拒絶に正当な理由がないとき、第一項第一号から第三号に挙げられている者のうちの一人の拒絶された同
意を補充しなくてはならない。
第一九六条
⑴
　
以下の者は、聴聞される権利を有する。
　
⒈
　
満一五歳以上で、すでに満一五歳の時以来養親の下で生活した者を除く行為能力のない養子、
　
⒉
　
成年養子の父母
　
⒊
　
里親または養子がいる施設の長、
　
⒋
　
青少年福祉担当機関（
Jugendw
ohlfahrtsträger ） 。
⑵
　
第一項挙示の権利者の聴聞される権利 この者が養子の法定代理人として養子縁組契約を締結したときは消滅する。さ
らに、前文の権利者を聴聞できない、または聴聞に著しい困難を伴うときにもこの権利は消滅する。
効果
第一九七条
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⑴
　
一方、 養親となる者およびその卑属（
N
achkom
m
en ）と、 他方、 養子および養子縁組の効力発生の時点でのその卑属の間には、
この［効力発生］時点で、血統により創設されるのと同様の権利が発生する。
⑵
　
養子が養親たる夫婦により養子縁組されるとき、第一九八条の例外をのぞき、単に親族関係そのもの（第四〇条）に成立
するわけではない、一方、実父母およびその親族と、他方、養子および養子縁組の効力発生時点でのその卑属との家族法上の関係は、 時点で消滅する。
⑶
　
養子が養父（養母）によってのみ養子縁組されるとき、第二項の基準にしたがって、実父（実母）および実父（実母）の
親族との家族法上の関係は消滅する。排除されない実父母の一方に対して、 裁判所は、 右 実父母の一方が同意するときには、［家族法上の］関係の消滅を言い渡さなくてはならない。消滅は、同意表明の公表時から効力を発生するが、早くても養子縁組の効力発生時から消滅する。
⑷
　
配偶者、登録されたパートナーまたは事実婚配偶者が、自己の配偶者 登録されたパートナーまたは事実婚配偶者の子を
養子縁組するとき、家族法上の関係は、第二項の基準にしたがい、父母の他方およびその親族とのみ消滅
第一九八条
⑴
　
養子および養子縁組発効時点での 子の未成年の卑属に対する扶 料および婚資の給付に対する実父母およびその親族の
家族法上創設された義務は保持される。
⑵
　
実父母が一四歳未満の子に対する自己の扶養義務をその子の養子縁組前に、著しく放置しなかったときには、前項と同様
のことは、実父母に対する養子の扶養義務にも適用される。
⑶
　
しかしながら、第一項および第二項で保持される義務は、養子縁組により創設された同じ義務に劣後する。
第一九九条
⑴
　
一方実父母およびその親族と他方 および養子縁組発効時 と 相続法上創設された権利は保持される。
⑵
　
第二親［つまり養親の］系にある養子の財産への法定相続順位は、一方の養親とそ 卑属 他方 実親とその卑属に優
先する。
⑶
　
養子が一人の人物のみに り養子にされ、かつこの人物またはそ 卑属も、排除されていない実の親の一方またはその卑
属もいるときには、遺産は─第一九七条第三項第二文により発生しうる家族法上の関係の解 にもかかわらず─ 養親とな
五五二
る者と排除されていない実父母の一方の系統に二分の一ずつ帰属する。
撤回と取消し
第二〇〇条
⑴
　
裁判所の承認を、以下に掲げるときに裁判所は遡及効をもって撤回することができる。
⒈
　
養親となる者が、養子縁組契約締結時に行為能力を有しておらず、養親となる者が、行為能力獲得後に養親子関係を継
続する意思を表明しなかったときに、職権または契約当事者の一方の申立てに基づいて、
⒉
　
行為能力を持たない養子自身が、養子縁組契約を締結し、その養子に法定代理人がおらず、または行為能力取得後に養
子が事後的に同意せず、もしくは裁判所が第一九二条第二項でいう法定代理人が拒絶した事後的な同意を補充しなかったときに、職権または契約当事者の一方の申立てに基づいて、
⒊
　
養子が複数の者によって養子にされ、 養親となる者が、 ［裁判所の］承認（
B
ew
illigung ）の時点で互いに婚姻していなかっ
たときに、職権または契約当事者 一方の申立て 基づいて、
⒋
　
養子縁組契約が唯一または主として、養子に 父または養母の氏の使用を可能にする、または違法な性的関係の隠蔽の
ための養親子関係の外観を創設するという意図で締結されたときに、職権また 契約当事者の一方の申立てに基づいて、
⒌
　
養子縁組契約が書面で締結されず、かつ［裁判所の］承認決定の法的効力発生後五年経過しなかったときに、契約当事
者の一方の申立てに基づいて。
⑵
　
契約当事者の一方が撤回理由（第一項第一号から第三号および第五号）を 養子縁組契約締結時に知らなかったとき、そ
の者が撤回を請求したときには、他方契約当事者との関係では、取消し（
A
ufhebung ） （第二〇一条）とみなされる。
⑶
　
養子縁組の有効性を信頼し 撤回前に権利を取得し 第三者には、承認が撤回されたという主張をすることはできない。
撤回理由を養子縁組契約締結時に知らなかった契約当事 の一方の損害については、第三者は撤回の効果を要求することができない。
第二〇一条
⑴
　
裁判所は、養親子関係を以下に掲げるときに、取消すことができ 。
⒈
　
契約当事者の一方または同意権者の一人の意思表示が、策略（
L
ist ）によって、または不当かついわれのない強迫によっ
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てなされ、かつ当該の者が、欺罔（
T
äuschung ）の発覚または強制状態の消滅後一年以内に申請したとき、
⒉
　
養親子関係の維持が、行為能力をもたない養子の福祉を著しく危うくすると考えられるときには職権により、
⒊
　
養親または養親と実父母の一方の婚姻の解消または無効宣告後の取消し、 もしくは養親と実父母の一方の登録されたパー
トナーシップの解消または無効宣告後の取消し、もしくは養父（養母）の死後の取消しが養子の福祉に資し、かつ取消しに関係する、 仮にすでに死亡してしまったとしても養父 （養母） の正当な利益に反しないときには、 養子の申立てに基づいて、
⒋
　
養父（養母）と行為能力をもつ養子が取消しを申し立てるとき。
⑵
　
養父ならびに養母に対する養親子関係が存在するときには 第一項でいう取消しは、養父母双方に対して み認められる。
養父母の一方のみに対する取消しは、養父母の婚姻解消または無効宣告のときにのみ許される。
第二〇二条
⑴
　
取消決定の法的効果発生と同時に、養子縁組によっ 、一方、養父（養母）とその卑属と、他方、養子とその卑属と 間
に創設された法的関係は消滅する。
⑵
　
この ［ ］ 時点をもって、 一方、 実父母とその親族と 他方、 養子 の家族法上 関係は、 第一九七条によっ
て消滅したものでない限り、再び復活する。
⑶
　
第一項挙示の時点をもって、養子とその卑属 関して、養 縁組の氏名法上 効果 縁組が行われなかったか よ
うにみなされねばならない。
第二〇三条
第二〇〇条および第二〇一条挙示の理由とは異なる理由による撤回または取消しは許されない。養子縁組契約の取消しに関す
る契約による合意もしくは訴訟（
R
echtsstreit ）は許されない。
非訟事件手続法
第八六条
　
同意表明
　
⑴
　
養子縁組のための同意表明は、本人によって法廷でなされなければならない。本人による法廷で こ 同意表明 著しい
困難または費用を伴うおそれがあり、あるいは裁判所 の手続きがまだ開始していないときには、同意は、公文書 認
五五四
証された文書で表明することができる。
　
⑵
　
同意表明の伝達の委任は、公文書または認証された文書で行うことが認められる。
　
⑶
　
第一項の同意表明および第二項の委任は、養子および養親を特定して表示しなくてはならない。養親の氏名と住所の通知
および承認決定の送達が放棄され とき（第八八条第一項）には、養親に関する表示は抹消される。
　
⑷
　
前項の放棄が、第一項の文書による表明または第二項の委任により行われるときには、そのための公文書を要する。上記
の放棄を含む同意表明は、いずれにせよ本人により法廷で行うことができる。その際、放棄する者は、その表明の効果について教示されなくてはならない。
第八七条　
⑴
　
同意は、第一審（第四〇条） 決定まで、文書によってまた 法廷で撤回することができる。
　
⑵
　
養子縁組の承認手続きがすでに係属しているときには、同意表明の撤回は、裁判所に申立てなければならない。養子縁組
を斡旋する官署での同意表明、また 斡旋官署に委任がなされた きは、撤回は右の官署に対しても表明することができる。右の官署は、裁判所へ 撤回の遅滞のない転送を義務づけられている。
　
⑶
　
同意表明は、それが撤回されなかったかぎり有効な まであり、かつこの同意表明に基づいてその後の手続きも行うこと
ができる。
第八八条
　
匿名養子縁組
　
⑴
　
契約当事者は、合意の上での申立てによって、未成年者 養子縁組の承認 青少年福祉担当機関を除き、同意権者およ
び被聴聞権者の全員または一人が、養親 氏名および住所、 びに承認決定の送達を放棄するという条件を付すことができる。
　
⑵
　
放棄者の求めに基づき、その者に 親 個人的お び経済的状況が、一般的に説明されなく はならない。
　
⑶
　
放棄者に送達される決定の正本には、 の氏名および住所 示されてはならない。
　
⑷
　
第一項の条件が付 ないときには、申立ては却下されなく はならない。
第八九条
　
承認（
B
ew
illigung ）
承認決定は、第三九条に規定されていることだけではなく、以下のものを含まなければならない。
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⒈
　
養子縁組の承認についての言渡し（
A
usspruch ） 、
⒉
　
実父母の一方との養子の法的関係の解消、および上記解消への同意が存在するときには、この解消が有効になる時点に
ついての言渡し、
⒊
　
養親と養子の氏名、誕生日と出生地、国籍、帰依している法的に承認された教会または宗教団体、ならびに身分登録簿
上のしかるべき登録の指示、
⒋
　
養子縁組の効力発生日、
⒌
　
申立てに基づき、外国 身分官署による養子縁組の完全な記録のために必要なその他の指示。
第九〇条
　
特別な手続規定
　
⑴
　
未成年の子の養子縁組の承認 前には以下の者が聴聞されなくてはならない。
⒈
　
第一〇五条の法意 そくした適用をうける未成年の子、ならびに
⒉
　
青少年援助機関。
　
⑵
　
養子縁組手続きでは、修正動議は許されず、かつ費用は補償されない。第一〇四条は、法意にしたがって適用されなくて
はならない。
第九一条
養子縁組の取消の際には、第八八条および第九〇条第二項が準用される。
児童および青少年援助法第五章
　
養子縁組への協力
原則第三一条
⑴
　
養子縁組斡旋は、児童および青少年に最適な養父母または養父母の一方を得させるという目的をもつ。養子縁組斡旋によ
り実父母と子との関係に相当する関係が樹立されるという根拠のある見通しが存在しなければならない。児童および青少年の利益が優先的に顧慮されなくてはなら い。
五五六
⑵
　
養子縁組斡旋および適性判断は、児童および青少年援助担当機関（
K
inder–und Jugendhilfeträger ）に委ねられる。民間の
児童および青少年施設による、養父希望者および養母希望者への助言、かれらの準備および専門的な支援、ならびに報告書の作成は許される。
⑶
　
養子縁組斡旋のための対価の徴収は許されない。
⑷
　
実父母もしくは父母の一方に関する情報は、文書で記録され、かつ法的に有効な養子縁組の同意から五〇年間保管しなく
てはならない。親の配慮を委ねられた者は、養子が一四歳未満のときには、特に重大な医学的もしくは社会的理由からその点について情報を求めることができる。子が満一四歳に達した後は、この権利は養子本人に帰属する。
国内養子縁組への協力
第三二条
国内養子縁組への協力は、以下の活動を含む。
⒈
　
養子縁組の進行前および進行中の実父母双方の助言と支援、
⒉
　
養父希望者および養母希望者への助言、かれらの準備、適性判断および教育、
⒊
　
児童および青少年の必要性に対応する適切な養父母 選定（養子縁組斡旋） 。
国際養子縁組への協力
第三三条
⑴
　
国際養子縁組への協力は以下の活動を含む。
⒈
　
養父希望者および養母希望者へ 助言、かれらの準備、適性判断および教育、
⒉
　
外国の管轄官署と国際的に交換する文書および報告書 送達および受領。
⑵
　
第一項の任務の遂行の際には、国際条約 諸規定およびその他の国際法上 義務、特に子の保護と国際養子縁組に関する
協力に関する一九九三年五月二九日のハーグ条約、
B
G
B
l.
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が遵守されなければならない。
適性判断
第三四条
⑴
　
国内養子縁組の斡旋もしくは外国へ 申し込みの伝達前に、養父希望者および養母希望者 個人的適性が、児童ならびに
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青少年福祉担当機関によって、判定されかつ記録されなくてはならない。
⑵
　
適性判断に際しては、養父希望者および養母希望者が、委託される養子に資する養育および教育を保証できるのかどうか
が審査されなくてはならない。その際、特に、養父希望者および養母希望者の知的および身体的健康、教育についての考え方（
E
rziehungseinstellung ） 、教育能力、年齢および信頼性、ならびに家族という組織（
F
am
iliensystem
）としての負担に耐
える能力が考慮されなくてはならない。
⑶
　
養父希望者および養母希望者は、適性判断の枠内で、児童および青少年福祉担当機関に、必要な情報を与え、必要な文書
を提出し、ならびに住居の検分を許可する義務を負う。
（本学法学部教授）
